
団体名 出雲市

１　普通会計の財政状況 （百万円）

会計の名称 歳入 歳出 形式収支 実質収支
歳入のうち他
会計からの繰

入金

歳入のうち基
金（財産区）
からの繰入金

地方債現在高
（特定資金公共投
資事業債を含む）

標準財政規模 積立金現在高 備考

一般会計 69,579 67,467 2,112 1,605 10 1,171 126,855

休日診療所事業会計 29 20 9 9 0 0 0

ご縁ネット事業会計 174 170 4 4 58 0 137

北部第二区画整理事業会
計

70 70 0 0 46 0 0

中ノ島土地区画整理会計 313 313 0 0 283 0 0

駐車場事業会計 98 98 0 0 58 0 0

住宅新築資金等貸付事業
会計

11 11 0 0 6 0 39

高野令一育英奨学事業 3 3 0 0 0 0 0

（参考）普通会計決算統計 69,775 67,650 2,125 1,353 40 1,171 127,455 35,114 12,484

財政状況等一覧表（１７年度）その１

　（注）　１．上表の数値は、各会計ごとに決算の値を記載し、併せて、参考として普通会計決算統計の値も記載している。
　　　　　　　ただし、普通会計決算統計では、普通会計を構成する一般会計とその他の各特別会計間で繰出、繰入を行っている場合には、これを単純に合計したものを普
　　　　　　通会計の決算額とすると繰出、繰入の額だけ規模が大きくなってしまうため、この重複額を控除して純計された決算額が計上されている。
　　　　　　　このため、各会計の合計数値は、必ずしも普通会計決算統計の値と同じにはならない。
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団体名

２　公営事業会計の財政状況 （百万円）

2,572 1,948 624 - 76 10,060 法適用企業

2,647 2,861 △ 214 - 419 3,282 法適用企業

（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

12,099 11,626 473 473 780 0
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

47 43 4 4 4 0
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

33 33 0 0 4 0
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

14 10 4 4 0 0
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

14,630 14,828 △ 198 △ 198 1,069 0
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

9,971 9,640 331 331 1,556 103
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

1,085 1,079 6 0 309 5,334
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

54 27 19 15 0 284
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

26 22 3 3 0 0
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

58 58 0 0 0 21
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

120 129 0 0 69 292
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

9,051 9,160 54 1 2,943 55,355
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

6,387 6,504 44 0 1,767 33,962
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

717 711 8 1 228 2,752
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

1,395 1,395 0 0 863 17,682
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

232 230 2 0 59 509
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

21 21 0 0 9 139
（歳入）　　 （歳出） （形式収支） （実質収支）

299 299 0 0 17 311

　　　　　２．他会計からの繰入金の欄には、収益的収入及び資本的収入への繰入金の合計値を記載している。
　　　　　３．法適用企業について、不良債務が生じている場合は、その額を「△～」と表記している。
　　　　　（参考）法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

国民健康保険事業（直診
勘定）合計

地域開発事業

特定環境保全公共下水
道事業

漁業集落排水事業

国民健康保険乙立里家
診療所事業

国民健康保険橋波診療
所事業

下水道事業合計

老人保健医療事業

　（注）　１．上表の数値のうち、公営企業（水道・病院・工水・交通・ガス・駐車場・下水・簡水・電気・港湾・市場・観光・
　　　　　宅地・介護サービスの一部（指定介護老人福祉施設・介護老人保健施設・老人短期入所施設・老人デイサービスセンタ
　　　　　ー・指定訪問看護ステーションを提供するものであって、利用料金制をとっているもの））については、公営企業決
　　　　　算統計の値を、その他の事業は決算の値を記載している。

財政状況等一覧表（１７年度）その２

出雲市

地方債現在高
他会計からの
繰入金

備考事業の名称
不良債務

（実質収支）

個別排水事業

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

上水道事業

病院事業

農業集落排水事業

国民健康保険事業（事業
勘定）

介護保険事業

　　　　　４．法適用企業以外の公営企業の形式収支については、次の算式により算出されるため、単純な歳入と歳出との差の数
　　　　　値とは異なる。

収益的収支に係る収支差引　＋　資本的収支に係る収支差引　－　積立金　＋　前年度からの繰越金
－　前年度繰上充用金　＋　収益的支出に充てた地方債　＋　収益的支出に充てた他会計借入金

特定地域生活排水事業

簡易水道事業

電力事業

サイクリング・ターミナ
ル事業

駐車場事業

公共下水道事業
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団体名 出雲市

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円・％）

一般会計 259 237 22 22 0 50 15.3

市町村職員退職手当特別
会計

8,106 8,056 50 50 0 0 16.9

市町村非常勤職員公務災
害補償等特別会計

1 0 1 1 0 0 -

　（注）　１．上表の数値は、各会計ごとに決算の値を記載している。
　　　　　２．法適用企業について、不良債務が生じている場合は、その額を「△～」と表記している。
　　　　　（参考）法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　３．当該団体の負担割合は、各会計ごとに次の数式により算出している。
　　　　　　　　　当該団体が構成団体として支出した分担金及び負担金の額　÷　各構成団体より歳入した分担金及び負担金総額
　　　　　４．当該団体から分担金・負担金を支出していない会計については、負担割合を「－」と標記している。

一部事務組合等名称 会計の名称

普通会計島根県市町村総合事務組合

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

財政状況等一覧表（１７年度）その３

備考
実質収支

（不良債務）

歳入のうち当
該団体からの
繰出金

地方債現在高
当該団体の負
担割合

普通会計・公
営事業会計の
別
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団体名 出雲市

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円・％）

経常損益
当該団体から
の補助金

当該団体から
の貸付金

資本又は正味
財産

当該団体から
の出資金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

出雲市土地開発公社 100.0 4,846 61,500 69,066 376,649 5,000 0 0

出雲市都市公社 100.0 △ 4,524 0 0 225,542 30,000 0 0

(財)大社まちづくり振興公社 100.0 1,418 0 0 35,797 30,500 0 0

(財)平田体育･公園･文化振興
財団

100.0 996 0 0 17,674 10,000 0 0

(財)出雲市ひらた福祉公社 100.0 △ 5,922 0 0 46,730 30,000 0 0

出雲ﾀｰﾐﾅﾙ㈱ 82.0 △ 5,869 0 0 102,937 164,000 0 0

(有)エコプラント佐田 79.3 348 0 0 30,040 47,200 0 0

㈱カリス湖陵 77.8 3,638 0 0 49,215 28,000 0 0

(財)出雲市平田経済振興セン
ター

71.4 △ 2,284 9,498 0 45,318 30,000 0 0

多伎町海洋観光開発㈱ 70.2 △ 169 0 0 245,417 172,000 0 0

㈱すばる企画 61.2 353 0 0 43,285 23,300 0 0

㈱多伎振興 61.5 27,096 0 0 173,196 40,000 0 0

㈱出雲典礼 60.0 3,993 0 0 109,675 6,000 0 0

㈱出雲総合卸売市場 55.0 11,611 0 0 602,491 275,000 0 0

(財)出雲市教育文化振興財団 50.0 △ 2,736 0 0 255,080 100,000 0 0

㈱フロンティアいずも 25.0 2,148 0 0 10,686 2,500 0 0

出雲ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ㈱ 14.1 285,497 98,455 0 753,610 52,000 0 0

　（注）　１．この表では、次の団体を記載している。
　　　　　　　　①地方公共団体等の出資割合が２５％以上の商法法人及び民法法人
　　　　　　　　②出資割合が２５％未満であるものの財政的支援（補助金、貸付金、損失補償、債務保証）を受けている商法法人及び民法法人
　　　　　　　　③土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社
　　　　　２．上表の数値は、各団体の平成１８年３月３１日時点の値を転記している。　
　　　　　３．損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

財政状況等一覧表（１７年度）その４

備考
当該団体の出
資比率

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

団体名

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

貸借対照表
損益計算書・収支計算書・正味財産

増減計算書
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団体名 出雲市

５　財政指数

①財政力指数 0.460 13.6

②実質収支比率 3.9 23.9

③経常収支比率 90.6 363.0

④実質公債費比率
（H15～17年度平均）

18.2 35.6

　（注）　それぞれの指数については次のとおり。

①　財政力指数

②　実質収支比率

③　経常収支比率

④　実質公債費比率

⑤　起債制限比率

⑥　公債費負担比率

⑦　地方債現在高比率

⑧　積立金現在高比率

財政状況等一覧表（１７年度）その５

地方公共団体の財政力を示す指標であり、標準的な行政活動を行うために必要な一般財源需要額に対する地方税等の税
収の割合をいう。この数値が高く、１に近く或いは１を超えるほど財源に余裕（自主的な財政力）があることとなる。

実質的な収入と支出の差額である実質収支の額の適否を判断する指標であり、標準財政規模に対する実質収支額の割合
で示される。

（参考）標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税額

⑤起債制限比率
（H15～17年度平均）

⑥公債費負担比率

⑦地方債現在高比率
（特定資金公共投資事業債を除く）

⑧積立金現在高比率

地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つで、積立金現在高の標準財政規模に対する割合。
この比率が高いほど、将来の緊急を要する大規模な建設事業等に対して余裕を持って対処でき、長期的に安定した財政
運営を行うことができる。

財政構造の弾力性を判断する指標であり、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に占める割合を表す比率であ
る。率が高いほど、財政運営の硬直性の高まりを示す。公債費には、繰上償還や一時借入金利子に係るものも含まれ
る。

平成１８年度からの地方債協議制移行にあわせ、市場の信頼や公平性の確保、透明性、明確化等の観点から、現行の起
債制限比率について一定の見直しを行った新たな指標。
（起債制限比率に公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金、一部事務組合等の起こした地方債に充てたと
認められる補助金又は負担金及び公債費に準ずる債務負担行為に係るもの（元金補給分除く）等が加えられた。）
この指標が２５％以上になった場合、一定の地方債に付き起債が制限される。
また、１８％を超えると公債費負担適正化計画を策定する団体となる。

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的（継続性・
安定性）に収入される一般財源（経常一般財源）が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的（義務的）に支出
される経費（経常的経費）にどの程度充当されているかという割合。

地方公共団体の公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、公債費に充当された一般財源のうち地方交付
税が措置されるものを除いたものの標準財政規模に対する割合。

地方公共団体の将来の公債費負担、あるいは地方債発行可能額を把握するための指標で、地方債現在高の標準財政規模
に対する割合。
この比率が高いほど将来の公債費負担が大きくなる。

5 / 5 ページ


